
 

 

【2022.10.4 発信 VOL.64】

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

「進藤金日子メールマガジン」は、ホームページにて配信の申し込みをして頂いた方、名刺

交換をさせて頂いた方、報告会等に参加頂いた方等に無料で配信させて頂いています。 

 

ＶＯＬ.64 は、以下の内容でお届けします。 

 

■ 防災・減災、国土強靭化に向けて 

■「物価・賃金・生活総合対策本部」について 

■「食料安定供給・農林水産基盤強化本部」について 

■「農林水産物・食品輸出本部」について 

■ 新型コロナウイルス感染症に関する情報について 

■ 各種講演を再開 

■ 活動状況(2022.9.1～2022.9.30) 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

■ 防災・減災、国土強靭化に向けて 

参議院議員の進藤金日子です。 

・10 月に入り、実りの秋を迎えました。台風や線状降水帯の発生等に対して従来の知見や経

験を過信することなく常に備えることが大切です。 

・9 月 18 日から 20 日、日本列島を縦断した台風 14 号の大雨による災害について、被災され

た皆様方に衷心よりお見舞いを申し上げます。農作物、農業用ハウス、農地、農業用施設、

山林にも大きな被害が出ています。被災状況を速やかに把握し、早期復旧に全力で対応して

まいります。 

・台風 14 号は、過去最強クラスで西日本を中心に記録的な大雨が降りました。国土交通省に

よると、大雨に備え事前にダムの貯水位を下げて洪水を防ぐ事前放流が全国のダムで実施さ

れ、被害を軽減できたとの報告がなされております。 

・今後の災害に備えるためには、現場の状況を的確に把握しながら、日本の原風景や自然環

境保全にも配慮しながら、地域の皆様方とともに国土強靭化について考えていく必要があり

ます。また、ダムの事前放流や国土強靭化対策で整備した施設等のハード対策と迅速な避難

等のソフト対策による災害防止効果を広く分かりやすく PRするなどの広報も重要であり、こ

れらも含めて災害防止対策にしっかりと取り組んでいく必要があります。 

・10 月 3 日からは、臨時国会が開催されます、国民生活に欠かせない経済対策、補正予算や

法案審議などが予定されております。しっかり取り組んでまいります。 

 

■「物価・賃金・生活総合対策本部」について 

・政府は、9 月９日に「物価・賃金・生活総合対策本部」を開催し、物価高騰対策をとりまと

めました。 

・同本部においては、農林水産省関係として「輸入小麦の価格抑制」、「飼料価格高騰対策」、

「肥料原料価格の高騰対策」及び「期限内食品ロス最小化対策の強化」の 4 点が示されまし



 

 

た。また、畜産・酪農経営への支援策については、「飼料価格高騰緊急対策事業」として 504

億円を予備費から措置することが 9 月 20 日に閣議決定されました。 

※詳細は以下のアドレスから参照願います(内閣官房ホームページ)。 

 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bukka/index.html 

 

■「食料安定供給・農林水産基盤強化本部」について 

・政府は、9月９日に「食料安定供給・農林水産業基盤強化本部」を開催しました。 

・同本部では、農林水産大臣から農林水産業を取り巻く情勢の変化に伴い食料安定供給上の

リスクが顕在化しているとの報告があり、岸田政権において、新しい資本主義の下、1)スマ

ート農林水産業等による成長産業化、2)農林水産物・食品の輸出促進、3)農林水産業のグリ

ーン化の推進、4)食料安全保障の強化を農林水産政策の４本柱として展開する方針が示され

ました。 

・また、岸田総理から、これらの政策を展開するため、農政の根幹である「食料・農業・農

村基本法」について総合的な検証を行い見直しを行うよう指示があり、それに加え、①肥料

の国産化・安定供給、②小麦・大豆・飼料作物の国産化の強力な推進、③食品へのアクセス

が困難な社会的弱者への対応の充実の 3 点について、緊急パッケージを策定するよう指示が

なされました。 

※詳細は以下のアドレスから参照願います(農水省ホームページ)。 

 https://www.maff.go.jp/j/kanbo/katsuryoku_plan/index.html 

※詳細は以下のアドレスから参照願います(首相官邸ホームページ)。 

 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/nousui/kaisai.html 

 

■「農林水産物・食品輸出本部」について 

・農林水産省は、9 月 13日に「農林水産物・食品輸出本部」を開催しました。 

・改正輸出促進法の 10 月 1 日施行に向けて、同法の新たな支援策を「農林水産物及び食品の

輸出に関する基本方針」に反映すること等について議論が行われました。 

※詳細は以下のアドレスから参照願います(農水省ホームページ)。 

 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/hq/i-2/index-3.html 

 

■ 新型コロナウイルス感染症に関する情報について 

※新型コロナウイルスに関する情報については、以下のアドレスから参照願います。 

なお、最新の情報を入手するよう留意願います。 

(首相官邸ホームページ) 

http://www.kantei.go.jp/jp/headline/kansensho/coronavirus.html 

(内閣官房ホームページ) 

https://corona.go.jp/ 

(厚生労働省ホームページ) 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html 

(農林水産省ホームページ) 

https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/index.html 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bukka/index.html
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/katsuryoku_plan/index.html
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/nousui/kaisai.html
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/hq/i-2/index-3.html
http://www.kantei.go.jp/jp/headline/kansensho/coronavirus.html
https://corona.go.jp/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html
https://www.maff.go.jp/j/saigai/n_coronavirus/index.html


 

 

(自由民主党ホームページ) 

https://www.jimin.jp/covid19/ 

 

■ 各種講演を再開 

・9 月 26 日、埼玉県鴻巣市で開催の「埼玉県土地改良事業団体連合会の研修会」において、

「最近の物価高騰に対応した政府の対策、令和 5 年度予算概算要求の内容と今後の展開方向

等」について講演を行いました。相続放棄農地からの賦課金徴収の問題、水田活用の直接支

払交付金運用の課題、株式会社の農地取得に対する規制の必要性などの質問や貴重なご意見

を伺いました。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
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